
開催セミナーのご案内 

各種相談受け付けております。. 

“ワンストップ相談会”毎週金曜日 ＴＥＬ 0258-36-2685 （要事前予約） 

個人に関すること、経営に関することを各専門家がワンストップでご相談に応じます。 

※内容のご質問等については、TEL 0258-36-2685  担当 砂山 まで 

※配信中止等のお問い合わせは、ホームページ https://www.3d-m.jp/contact/others/ 

 

・・・文章中のこのマーク   をクリックして詳しい情報をどうぞ・・・ 

＜コラム＞

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ワンポイント 通信 
第４４３号 ２０２２年５月１日発行 

E-mail pro@3d-m.jp  Web https://www.3d-m.jp/ 

TEL 0258-36-2685    FAX 0258-35-2820  

！注意

１．１８歳になったらできること
　・親の同意がなくても契約できる
　・携帯電話の契約　・証券口座の開設　
   ・ローン（家・車など）を組む
   ・クレジットカードを作る　・一人暮らしの部屋を借りる　など
　 ・１０年有効のパスポートの取得
　 ・公認会計士、司法書士、医師免許、薬剤師免許などの国家資格の取得
　 ・性同一性障害の人が性別の取扱いの変更審判を受けられる
　　※結婚　女性の結婚可能年齢が１６歳から１８歳に引き上げられ、男女とも１８歳に


２．２０歳にならないとできないこと
　・飲酒をする　・喫煙をする
　・競馬、競輪、オートレース、競艇の投票券を買う
　・大型、中型自動車免許の取得
　・養子を迎える
　　※普通自動車免許の取得は従来と同様、１８歳以上で取得可能


３．未成年者が親の同意を得ずに契約した場合には、原則として、契約を取り消すことができます（未成年者取消権）。未成年者取消権は、未成年者を保護するためのものであり、未成年者の消費者被害を抑止する役割を果たしています。
成年年齢を１８歳に引き下げた場合には、１８歳・１９歳の若者は、親の同意なく一人で契約をすることができるようになる一方、未成年者取消権を行使することができなくなるため、悪徳商法などによる消費者被害の拡大が懸念されます。


４．労働基準法では、未成年者が労働契約を結ぶ際、条件が働き手にとって不利な場合は、保護者や労働基準監督署が代わりに契約を解除できる規定があります。成人年齢が引き下げられることにより、この規定は当てはまらなくなります。
　　雇用主には本来、労働条件を記した通知書を採用時に交付することが義務付けられています。若年労働者との間では、慎重に手続きを進め、労働条件を書面で残し、共有することが理想です。





